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A B

＊北海道市町村備荒資金組合超過納付金等を考慮した実質的な単年度収支…前年度：491,730千円、本年度：144,814千円

15,320,241

うち退職手当
債を財源とす

るもの

うち職員給 2,107,817 8.4 1,876,467 1,873,809 15.1 (15.2)

13,866

2,097,682

0

2,026,238

19,366

(17.0)

(56.8)

14.9 (15.0)

0

滞　納

繰越分

合　計

16.7

33.3

12.2

96.3

98.3

93.3

％ ％

0

9.1 2,097,682 2,096,719 16.9 (17.0)

1 (0.0)1 0.0

2,097,681

0

0

0

0

0

2,348,307

5,399,736

1,126,686

59,284

62,013

511,170

1,492,677

689,197

1,332,599

9,815,065

2,143,008

59,284

76,227

631,090

2,124,455

2,359,554

148,911 教 育 費

市　　　名 登　別　市
都道府 ｺｰﾄﾞ番号 ０１２３０１ 市 町 村 類 型 Ⅰ－２ 歳　　　　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

(千円) 構成比 税　　　等 経常一般財源北海道 ふりがな のぼりべつし 本 年 度 交 付 税 Ⅰ 区　　　分 決算額 (千円) 構成比 (千円) 経常収支比率

県　名 市　　名 登　別　市 種 地 区 分 ２種地 地 方 税 5,477,798 21.0 5,127,003 41.6 人 件 費 3,564,015 14.3 3,307,950 3,266,079 26.4 (26.5)

経常一般財源 (千円) 左の構成比％ 区　　　分 決算額

令和２年 46,391 k㎡ 34,190 区　　　分 第１次 第２次 第３次 利子割交付金

18,220

地 方 譲 与 税 1.3156,098 0.6 156,098

15,837 0.1

18,220 0.1

37,774 令和２年 256 4,946 14,750

1,712 0.0 1,712 0.0

65,761 0.5

公 債 費 2,281,067

平成27年 49,625

4.4

法人事業税交付金 65,761 0.3

0.124.8 73.9 株式等譲渡所得割交付金

1.2 24.4 74.3 地方消費税交付金

212.21 219 0.1

1.3

配当割交付金 15,837

56.5

10,580 0.0 10,580 0.1

1,152,865 9.5

一時借入金利子 1 0.0

内
訳0.115,651

元利償還金 2,281,066 9.1

1,152,865

10,612,977 千円 豪雪 過疎 地方特例交付金

2,096,718

15,651 0.1

小　　　計 12,120,022 48.5 7,989,901 6,998,423

環境性能割交付金
区　　　　分 前　年　度 本　年　度 区　　　　分 指　数　等 指定団体等の状況

ゴルフ場利用税交付金

物 件 費

37,336 0.1 37,336 0.4

歳 入 総 額 24,985,416 26,102,421 基準財政収入額 4,945,012 千円 再建 山村

千円 千円 基準財政需要額

3,700,181 14.8 2,735,242 1,849,746

8.5 (8.5)

標準 財政 規模 11,896,590 千円 不交付 広域 普　通 5,667,712 21.7

地 方 交 付 税 6,287,536 24.1 5,667,712 46.0

維 持 補 修 費 538,196 2.2 345,098 294,390 2.4 (2.4)内
訳

積 立 金 939,834 3.8 430,347

5,667,712 46.0

補 助 費 等 1,742,770 7.0 1,618,157 1,048,503

歳入歳出差引額 (３か年) 0.455 小　　　計 13,239,394 50.8 12,268,775
財 政 力 指 数

2.4歳 出 総 額 24,201,212 24,997,359 (単年度) 0.466 低開発 産炭 特　別 619,824

A-B 784,204 1,105,062 実質 収支 比率 6.6 ％　 事務の共同処理の状況 交通安全交付金 4,458

翌年度へ繰り越 公 債 費 比 率 11.5 ％　 議員災害 退職手当

(合計) 千円

99.7
投資及び出資・貸付金 7,575 0.0 00.0

繰 出 金 2,234,835 8.9 1,828,415 1,725,025 13.9 (14.0)

14.8 373,081

0.0 4,458

96.2

すべき財源 45,560 321,634 (財調) 1,267,646 千円 基金管理 交通災害 使 用 料

実 質 収 支 (減債) 239,752 千円 青 少 年 補 導

分担金・負担金 64,728 0.2 0 0.0

投 資 的 経 費 3,713,946

C-D 738,644 783,428 (特目) 2,629,075 千円 結 核 予 防 国 庫 支 出 金 4,846,939

手 数 料 282,686積立 金現 在高

343,687 1.3 22,766 0.2

うち人件費 83,490 0.3 80,5360.0
普通建設事業費 3,694,580 14.7 359,215

1.1 810

18.6

単 年 度 収 支 備荒 資金 組合 (普通) 86,153 千円 看 護 学 院 国有提供交付金 307 0.0

積 立 金 6,984 100,030 土地開発基金現在高 0 千円 大 規 模 草 地

334,986△115,254 44,784 納 付 金 (超過) 1,168,391 千円 し 尿 処 理 12.0

地方 債現 在高 21,774,018 千円 ご み 処 理

内
訳

4.1
失業対策事業費

0.1
災害復旧事業費

307 0.0

単独
道営事

業負担0.1 12,956

5.1

補助

13,866 千円

3,112,659 千円
繰 上 償 還 金 0 0 (翌年度以降支出予定額) 消防事務 消防災害 繰 越 金

債務負担行為額 広域市町村圏 繰 入 金

1,073,656

632,766 2.5

内
　
　
訳

32,348

1,336,257

寄 附 金

77,300

千円

784,204 3.0

0 0 (３か年)

千円積立金取崩し額 (単年度) 10.5 ％　 小 中 学 校 諸 収 入 632,591 2.4 1,886 0.0

市　　　　町　　　　村　　　　税

実質公債費比率

10.8

一　　般　　職　　員　　等 特　　別　　職　　等

10.6 ％　 学 校 給 食 地 方 債 2,827,100
起債 制限 比率

実質単年度収支 (単年度) 10.3 ％　 教 職 員 研 修

100.0 合　　　計 24,997,359 100.0 15,320,241F+G+H-I △ 108,270 144,814 (３か年) 10.4 ％　 青 年 の 家 合　　　計 26,102,421 100.0 12,313,258

構成比 (千円)

職員数 給料月額 1人当り支給月額 改 定 実 施 1人平均給料(報酬)月額 個人分 1,973,684 36.0 2.3

基準税額 ×100/75

議 会 費 0.7

区　　　分 決算額 (千円) 構成比 増減率 超過課税分収入済額

187,024 187,0240

（円） B/A 年 月 日 （円） 法人分 284,152 5.2

区　　　分 決算額

3,274,981

(千円)

0

H24.9.1 700,000 種 別 割 109,216

10.4 67,118 総 務 費 13.1

一 般 職 員 309 92,388 298,990 市 長 H24.9.1 870,000 固 定 資 産 税 2,021,232 36.9 1.0 民 生 費 39.4

（人） （千円）

2.0 2.8 衛 生 費 8.6

教 育 公 務 員 教 育 長 H24.9.1 600,000 軽自動車税環境性能割 9,176 0.2 △ 16.5 労 働 費 0.2

うち技能労務職 4 1,419 354,750 副 市 長

消 防 職 員 80 23,830 297,875 議 会 議 長 H6.4.1 400,000 市 た ば こ 税 418,469 7.6 △ 1.8

8.5

臨 時 職 員

合　　　　計 389 116,218 298,761 法定外普通税・旧税 消 防 費 9.4

議 会 議 員 H6.4.1 320,000

661,869 12.1 12.9目 的 税

0.0議 会 副 議長 H6.4.1 350,000 特別土地保有税 0

6.4 0.9

8.1

の有無 （千円） 繰入額（千円） 普通会計からの繰入金 424,075 千円 入 湯 税 311,074 5.7 30.5 148,911 災害復旧費 0.1

法適用 収支額 普通会計からの 収 支 額 303,001 千円

水 道 事 業 有 154,676 914 加 入 世 帯 数 5,488 世帯 都市計画税

職員数

（人）

38

△6,381 20,508 1 世 帯 当 り

所
得
割 法人税割

公 債 費 9.1

諸 支 出 金

2,281,067

0
前年度繰上充用金

被 保 険 者 数 7,722 人 水利地益税10

350,795

3 1号 60,000

144,000

156,000

180,000

192,000

8.4/100

標準税率に 4号 9号

職 員 数 18 人 3号

法
人
市
民
税
分

介 護 保 険

85,039 円

－ 620,084

均
等
割

0

固定
資産
税

ス キ ー 場 事 業 無 23,739 被保険者1人当り 合　　　計 5,477,798 100.0 3.0

20

7号
適用
税率
の状
況（
本年
度末

現在）

2号

対する比率

現　年
被保険者1人当り費用

480,000

492,000

2,100,000

3,600,000 都市
計画
税

区　　　分

市　税　合　計

う
ち

課税分

％

99.2

令 和 ５ 年 度
決 算 状 況

国
　
調

産
業
人
口

住
基

Ｒ6.1.1 44,451 平成27年

Ｒ5.1.1 45,226 国勢調査

人　　　　　口 面　積 人口密度 人口集中地区 産　　　　業　　　　構　　　　造

258 5,055 15,380

増 減 率 △ 6.5 　昭和35年10月1日以降の合併状況　 国勢調査

区　　　　分 区　　　分 市民税

事業名

内
　
　
訳119,656 円

120,946

公

営

事

業

等

の

状

況

後 期 高 齢 － 534 1,166,937 保 険 税 調 定 額

下 水 道 事 業 有 107,794 750,066

簡 易 水 道 事 業 有

1.0 倍 固定資産税 98.6

5号  0.3/100

国

民

健

康

保

険

特

別

会

計

の

状

況
99.4

個
人
市
民
税
分

3,500 円

市　民　税

均
等
割

 1.4/100
徴
 
収
 
率

8号

6号

19,366 0.1

特別区調整交付金

11,916,087

-

経常収支比率
※下段は退職手当債を財源とするもの

を加えた場合

減収補てん債(特例分)・臨財債を経常

一般財源から除いた場合 96.8

96.8

12,313,258

減収補てん債(特例分) 千円

土 木 費

農林水産業費 0.3

商 工 費 2.5

641,874 円

目　　的　　別　　歳　　出

12,390,558

税等総額（歳入）

16,425,303 千円

216,029 合　　　計 100.024,997,359

共同施設税

保 険 税 調 定 額 宅地開発税

税　　　　等

3,011,664

1,635,625 13.2 (13.3)

自動車取得税交付金 1,300 0.0 1,300 0.0

扶 助 費 6,274,940 25.1 2,584,269

16.9

財 産 収 入

都道府県支出金

682,916 2.7 24,229


